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■本荘由利圏域の人口・世帯数・面積■
平成31年4月末現在

市　　　名 人　　口 世 帯 数 面　　積
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に か ほ 市

合　　計
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人

人

世帯

世帯

世帯

㎢

㎢

㎢

1,209

241

1,450

30,640

9,360

40,000

76,754

24,496

101,250

◆組合議会議員をお知らせします◆

　本荘由利広域市町村圏組合規約の規定により、議会

議員は２市議会の議長、由利本荘市の議会において選

出された議員７名、にかほ市の議会において選出され

た議員３名の計１２名で構成されています。

議会議員

議　長　渡　部　聖　一　（由利本荘市議長）

副議長　佐　藤　　　元　（にかほ市議長）

議　員　佐々木　隆　一　（由利本荘市議員）

議　員　佐々木　　　茂　（由利本荘市議員）

議　員　三　浦　　　晃　（由利本荘市議員）

議　員　佐　藤　義　之　（由利本荘市議員）

議　員　長　沼　久　利　（由利本荘市議員）

議　員　吉　田　朋　子　（由利本荘市議員）

議　員　伊　藤　文　治　（由利本荘市議員）

議　員　森　　　鉄　也　（にかほ市議員）

議　員　佐々木　孝　二　（にかほ市議員）

議　員　伊　東　温　子　（にかほ市議員）

写真提供・由利本荘市　

（秋田マーチング＆バトンshow in 由利本荘２０１８・ナイスアリーナ）
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本荘由利広域市町村圏組合　介護保険課　ＴＥＬ：０１８４－２４－３３４７

http: //www.chokai.ne. jp/honyuko/
（要介護認定の申請受付や各種申請の受付は、由利本荘市、にかほ市の介護保険担当窓口まで）

本荘由利広域市町村圏組合

に関するお知らせに関するお知らせ
◆本荘由利広域の介護保険事業の状況について（平成31年3月末現在）

○　圏域（由利本荘市、にかほ市）内に住所を有する人のうち、40歳以上の人が介護保険の被保険者となります。

　被保険者は、40歳以上65歳未満の医療保険加入者が第２号被保険者、

　65歳以上の人が第１号被保険者と区分されています。

○　被保険者が介護保険の給付をうけるためには、要介護認定をうける必要があります。介護の必要度に応じて７段階

　に区分されています。第１号被保険者の19.9％にあたる7,265人が認定をうけています。

○　要支援認定者は介護予防サービスを、要介護認定者は介護サービス

　を、ケアプランに基づいて利用します。介護保険サービスは在宅での

　訪問系・通所系・短期入所などの居宅サービスと、施設に入所しての

　施設サービスがあります。要介護認定者の80.0％にあたる5,814人が

　介護保険サービスを利用しています。

○　介護保険サービスを提供した事業所に、サービス費用から利用者負

　担分を差引いた額を給付しています。（その他：低所得者対策費用等）

◆低所得者の居住費・食費の負担軽減

○　低所得者（住民税非課税世帯）の施設利用が困難とならないように、申請により居住費等・食費は下表の負担

　限度額までの利用者負担となります。超えた分は介護保険から給付されます。（特定入所者介護サービス費等）

　【下記のいずれかに該当する場合は、特定入所者介護サービス費等を受けられません。】

　　①住民税非課税世帯でも、世帯分離している配偶者が住民税課税

　　②住民税非課税世帯（世帯分離している配偶者も住民税非課税）でも預貯金が一定額（単身1,000万円、夫婦2,000万円）を超える

◆利用者負担割合
○　介護保険サービス等を利用するときの利用者負担割合を記載した介護保険負担割合証の有効期限は７月３１日で

　す。新しい介護保険負担割合証は７月中旬に発送します。介護保険サービス等利用するときに介護保険被保険者証

　と併せて提示する必要がありますので、大切に保管してください。

険保保護 保介介 護 保 険介 保護 保介 険護 険護 険護 保 険護護護 険介 護 保 険護介 険護 険介 護 保 険介 護 保 険

被保険者の
人数

第２号

３３，１６６人

第１号

３６，５２８人

利用者の
人数

居宅

４，４００人

施設

１，４１４人

要支援１

４００人

要支援２

７１６人

要介護１

１，２５７人

要介護２

１，７０１人

要介護３

１，２６５人

要介護４

１，１１８人

要介護５

８０８人

居　宅

施　設

その他

合　計

給付費の年間金額

６，９５１，５４９千円

４，３１０，６５０千円

１，０５６，５２９千円

１２，３１８，７２８千円

※現在発行している介護保険負担限度額認定証の有効期限は７月３１日です。現在認定を受けている方には６月中旬に

　負担限度額認定更新申請書を送付しますので、お忘れないよう申請してください。新しい介護保険負担限度額

　認定証は７月下旬までに発送します。

利用者負担段階

第１段階

第２段階

第３段階

第４段階

本人および世帯全員が住民税非課税で、
老齢福祉年金の受給者、生活保護者

本人および世帯全員が住民税非課税で、
利用者負担段階第２段階以外の人

現役並み所得者または住民税課税世帯の人

本人および世帯全員が住民税非課税で、合計所得金額＋
課税年金収入額＋非課税年金収入額が８０万円以下の人

居住費等の負担限度額

従来型個室

特養等 老健・療養等

ユニット型
個室 多床室

ユニット型
個室的多床室

食費の
負担限度額

820円

820円

1,310円

490円

490円

1,310円

320円

420円

820円

0円

370円

370円

300円

390円

650円

490円

490円

1,310円

各施設などが決めた金額を払います

介護保険に関する
問い合わせ先



歳入
9億5,500万円

分担金及び負担金
7億9,615万円（83.4％）

４

　本荘由利広域市町村圏組合の予算は、一般会計と２

つの特別会計からなりたっています。

特別会計予算の内訳

▼介護保険特別会計　136億6,116万9千円　
介護保険特別会計

・歳入

・歳出

保険料
25億6,537万6千円
　　　（18.8％）

総務費
1億4,738万円
（1.1％）

分担金及び負担金
18億2,490万6千円
　　　（13.3％）

県支出金
19億6,325万3千円
　　　（14.4％）

その他
2億9,604万9千円
　　（2.2％）

国庫支出金
34億1,857万1千円
（25.0％）

支払基金交付金
35億9,301万4千円
（26.3％）

【前年比 3億1,907万円、2.4％の増】

▼特別養護老人ホーム特別会計　1億1,926万7千円
【前年比 3,799万9千円、46.8％の増】

令令令令令令令令和和和和和和和和元元元元元元元元令令令令令令令令和令和和和和和和和和元元元元元元元元年年年年年年年年度度度度度度度度当当当当当当当当初初初初初初初初予予予予予予予予算算算算算算算算年年年年年年年年年度度度度度度度度当当当当当当当当初初初初初初初初予予予予予予予予算算算算算算算算令和元年度当初予算

　令和元年度の一般会計当初予算は９億５，５００万円

で、歳入は組合を構成している由利本荘市・にかほ市か

らの事業別の分担金及び負担金７億９，６１５万円が主な

収入となっています。

　歳出では、組合全般の管理事務などを行うための総務費

８，７８５万４千円のほか、養護老人ホーム寿荘の管理運営

や介護保険低所得者対策費などに充てられる民生費３億

２，５０５万６千円、救急医療対策事業や家畜保冷施設、し尿

処理施設、埋立施設などに充てられる衛生費４億８，０２７万

８千円、地方債の償還に係る公債費５，９８８万９千円が主

なものとなっています。

　本荘由利広域行政センターの空調設備の更新工事が終

了したこと等により、前年度と比較して３，０００万円（３．０

%）の減となっています。

一一一 般般般 会会会 計計計

　介護保険給付費などを支払う特別会計です。歳入の

うち保険料は第１号被保険者（６５歳以上）の保険料で、

支払基金交付金は第２号被保険者（４０歳以上６５歳未

満）の保険料分であり、介護保険を運営するための大切

な財源となっています。なお、保険料は地域の介護

サービスに係る費用の総額に基づき算定されます。

特特特 別別別 会会会 計計計

一般会計予算の内訳

保険給付費　131億429万4千円（95.9％）

地域支援事業費　4億498万円（3.0％）

その他　451万5千円（0.0％）

特別養護老人ホーム特別会計

　特別養護老人ホーム広洋

苑は、平成２８年度より指定

管理者に移行となり、歳出

は派遣職員の人件費や施設

整備に係る起債償還などと

なっています。

使用料及び
手数料
4,610万1千円
（4.8％）

国県支出金
6,605万円
　（6.9％）

繰入金
3,800万円（4.0％）

繰越金
773万1千円（0.8％）

その他
96万8千円
　　（0.1％）

歳出を性質別に
見てみると…

歳出
9億5,500万円

民生費
3億2,505万
6千円
（34.0％）

総務費
8,785万4千円
　　（9.2％）

衛生費
4億8,027万
8千円
（50.3％）

人件費
25.8％

公債費
6.3％

物件費
28.7％

維持補修費
13.6％

補助費等 2.9％
繰出金 9.2％

その他 0.2％

扶助費 12.8％

公債費
5,988万9千円
（6.3％）

議会費・その他 192万3千円（0.2％）

普通建設
事業費
0.5％


